
統一的な基準による地方公会計マニュアルの
改訂に係る新旧対照表



マニュアル改訂に係る新旧対照表

① 所有外管理資産の資産計上

○所有外管理資産の定義づけ

No. 現行 改訂案

1 財務書類作成要領 本文 92段落 p.46

92．有形固定資産は、「事業用資産」、「インフラ資産」及び「物品」に分類し
て表示します。また、当該年度の増減と行政目的別の内訳に係る附属明細書を作
成します。

92．有形固定資産は、「事業用資産」、「インフラ資産」、「所有外管理資産」
及び「物品」に分類して表示します。また、当該年度の増減と行政目的別の内訳
に係る附属明細書を作成します。

2 財務書類作成要領 本文 94段落 p.46
94．事業用資産は、インフラ資産及び物品以外の有形固定資産をいいます。 94．事業用資産は、後述するインフラ資産、所有外管理資産及び物品以外の有形

固定資産をいいます。

3 財務書類作成要領 本文 96段落 p.46

インフラ資産は、システムまたはネットワークの一部であること、性質が特殊な
ものであり代替的利用ができないこと、移動させることができないこと、処分に
関し制約を受けることといった特徴の一部または全てを有するものであり、例え
ば道路ネットワーク、下水処理システム、水道等が該当します。

96．インフラ資産は、後述する所有外管理資産を除き、システムまたはネット
ワークの一部であること、性質が特殊なものであり代替的利用ができないこと、
移動させることができないこと、処分に関し制約を受けることといった特徴の一
部または全てを有するものであり、例えば道路ネットワーク、下水処理システ
ム、水道等が該当します。

4 財務書類作成要領 本文
新設（97段落
と98段落の
間）

p.46 （新設）

98．所有外管理資産は、一定の地方負担を伴って整備され、当該地方公共団体が
法令等に基づく管理権限を有するが、所有権を有していない資産をいいます。
　都道府県、指定都市において管理する指定区間外の国道、指定区間の一級河
川・二級河川は必ず資産に計上することとし、それ以外の所有外管理資産（例：
治山施設、海岸等）については、計上しないことを許容します。

※以下、番号ずれ留意

5 財務書類作成要領 本文 268段落 p.59

⑰管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及
び減価償却累計額）（地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設
等のマネジメントの観点から、注記することが望まれます。）

⑰資産計上していない所有外管理資産及び表示登記が行われていない法定外公共
物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及び減価償却累計額）（地方公共
団体の資産としては計上しないものの、公共施設等のマネジメントの観点から、
注記することが望まれます。）

6 財務書類作成要領 注記例

５　追加情報
（２）貸借対
照表に係る事
項

p.90

⑨管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物は次のとおりです。なお、当該資産は貸借対照
表の資産に計上されません。

ア 指定区間外の国道
土地　　×××　百万円
工作物　×××　百万円　（減価償却累計額　×××　百万円）

イ 指定区間の一級河川等
土地　　×××　百万円
工作物　×××　百万円　（減価償却累計額　×××　百万円）

ウ 表示登記が行われていない法定外公共物
土地　　×××　百万円
建物　　×××　百万円　（減価償却累計額　×××　百万円）
工作物　×××　百万円　（減価償却累計額　×××　百万円）

⑨資産計上していない所有外管理資産及び表示登記が行われていない法定外公共
物は次のとおりです。なお、当該資産は貸借対照表の資産に計上されません。

ア 資産計上していない所有外管理資産
×××　百万円　（減価償却累計額　×××　百万円）

イ 表示登記が行われていない法定外公共物
土地　　×××　百万円
建物　　×××　百万円　（減価償却累計額　×××　百万円）
工作物　×××　百万円　（減価償却累計額　×××　百万円）

修正箇所

①所有外管理資産の資産計上 1



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

7
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 63段落 p.136

63．事業用資産とインフラ資産の開始時簿価については、取得原価が判明してい
るものは、原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは、原則として再調
達原価とします（償却資産は、当該価額から減価償却累計額を控除した価額を計
上。以下同じ）。ただし、道路、河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明な
ものについては、原則として備忘価額１円とします。また、開始後については、
原則として取得原価とし、再評価は行わないこととします。なお、取得原価につ
いては、事実関係をよく調査する必要があり、安易に取得原価が不明だと判断す
ることのないよう留意する必要があります。具体的には、地方債発行に関連する
資料など、残存する証拠書類を確認することが考えられますが、それでも取得原
価が判明しない資産については、取得原価の把握のために、地方財政状況調査
（決算統計）の数値を用いることも考えられます。

63．事業用資産、インフラ資産及び所有外管理資産の開始時簿価については、取
得原価が判明しているものは、原則として取得原価とし、取得原価が不明なもの
は、原則として再調達原価とします（償却資産は、当該価額から減価償却累計額
を控除した価額を計上。以下同じ）。ただし、道路、河川及び水路の敷地のう
ち、取得原価が不明なものについては、原則として備忘価額１円とします。ま
た、開始後については、原則として取得原価とし、再評価は行わないこととしま
す。なお、取得原価については、事実関係をよく調査する必要があり、安易に取
得原価が不明だと判断することのないよう留意する必要があります。具体的に
は、地方債発行に関連する資料など、残存する証拠書類を確認することが考えら
れますが、それでも取得原価が判明しない資産については、取得原価の把握のた
めに、地方財政状況調査（決算統計）の数値を用いることも考えられます。

○貸借対照表の様式変更・作成方法追加

No. 現行 改訂案

8
財務書類作成にあたって
の基礎知識

９．統一的な
基準による財
務書類の作成
例

様式第１号
貸借対照表

p.20

修正箇所

【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

土地

立木竹

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金 -

780

-

資産合計

50

-

-

130

50

-

50

-

-

230

-

-

50

-

-

50

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

500

-

500

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

550

500

科目 金額 【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

土地

立木竹

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

所有外管理資産

所有外管理資産減価償却累計額

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金 -

780資産合計

-

-

-

-

50

50

-

230

130

50

-

-

-

-

-

-

-

-

50

50

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

500

-

500

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

550

500

科目 金額

①所有外管理資産の資産計上 2



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

9 財務書類作成要領 注記例

５　追加情報
（２）貸借対
照表に係る事
項

p.89

　　　　　　　　③　減価償却累計額
　　　　　　　　　　　事業用資産　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　建物　　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　工作物　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　船舶　　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　浮標等　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　航空機　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　その他　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　インフラ資産　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　土地　　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　建物　　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　工作物　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　その他　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　物品　　　　　　×××　百万円

　　　　　　　　③　減価償却累計額
　　　　　　　　　　　事業用資産　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　建物　　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　工作物　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　船舶　　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　浮標等　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　航空機　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　その他　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　インフラ資産　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　建物　　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　工作物　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　　その他　　　×××　百万円
　　　　　　　　　　　所有外管理資産　×××　百万円
　　　　　　　　　　　物品　　　　　　×××　百万円

10 財務書類作成要領 別表
別表１　勘定
科目表

p.95

（貸借対照表科目）

1 BS 1 資産合計

2 BS 2 固定資産

3 BS 3 有形固定資産

4 BS 4 事業用資産

5 BS 5 土地

6 BS 5 立木竹

7 BS 5 建物

8 BS 5 建物減価償却累計額

9 BS 5 工作物

10 BS 5 工作物減価償却累計額

11 BS 5 船舶

12 BS 5 船舶減価償却累計額

13 BS 5 浮標等

14 BS 5 浮標等減価償却累計額

15 BS 5 航空機

16 BS 5 航空機減価償却累計額

17 BS 5 その他

18 BS 5 その他減価償却累計額

19 BS 5 建設仮勘定

20 BS 4 インフラ資産

21 BS 5 土地

22 BS 5 建物

23 BS 5 建物減価償却累計額

24 BS 5 工作物

25 BS 5 工作物減価償却累計額

26 BS 5 その他

27 BS 5 その他減価償却累計額

28 BS 5 建物仮勘定

29 BS 4 物品

30 BS 4 物品減価償却累計額

31 BS 3 無形固定資産

32 BS 4 ソフトウェア

33 BS 4 その他

34 BS 3 投資その他の資産

35 BS 4 投資及び出資金

36 BS 5 有価証券

37 BS 5 出資金

38 BS 5 その他

39 BS 4 投資損失引当金

40 BS 4 長期延滞債権

41 BS 4 長期貸付金

42 BS 4 基金

43 BS 5 　 減債基金

44 BS 5 その他

45 BS 4 その他

46 BS 4 徴収不能引当金

（
連
番

）

勘定科目名

財
務
書
類

摘　　要

階
　
層

（貸借対照表科目）

1 BS 1 資産合計

2 BS 2 固定資産

3 BS 3 有形固定資産

4 BS 4 事業用資産

5 BS 5 土地

6 BS 5 立木竹

7 BS 5 建物

8 BS 5 建物減価償却累計額

9 BS 5 工作物

10 BS 5 工作物減価償却累計額

11 BS 5 船舶

12 BS 5 船舶減価償却累計額

13 BS 5 浮標等

14 BS 5 浮標等減価償却累計額

15 BS 5 航空機

16 BS 5 航空機減価償却累計額

17 BS 5 その他

18 BS 5 その他減価償却累計額

19 BS 5 建設仮勘定

20 BS 4 インフラ資産

21 BS 5 土地

22 BS 5 建物

23 BS 5 建物減価償却累計額

24 BS 5 工作物

25 BS 5 工作物減価償却累計額

26 BS 5 その他

27 BS 5 その他減価償却累計額

28 BS 5 建設仮勘定

29 BS 4 所有外管理資産

30 BS 4 所有外管理資産減価償却累計額

31 BS 4 物品

32 BS 4 物品減価償却累計額

33 BS 3 無形固定資産

34 BS 4 ソフトウェア

35 BS 4 その他

36 BS 3 投資その他の資産

37 BS 4 投資及び出資金

38 BS 5 有価証券

39 BS 5 出資金

40 BS 5 その他

41 BS 4 投資損失引当金

42 BS 4 長期延滞債権

43 BS 4 長期貸付金

44 BS 4 基金

45 BS 5 　 減債基金

46 BS 5 その他

47 BS 4 その他

48 BS 4 徴収不能引当金

（
連
番

）

財
務
書
類

勘定科目名

階
　
層 摘　　要

①所有外管理資産の資産計上 3



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

11 財務書類作成要領 別表
別表４－５
有形・固定資
産等明細表

p.103

12
連結財務書類作成の手引
き

本文

（本文中で記
載例として示
される連結貸
借対照表表）

p.176

【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

・・・

インフラ資産

・・・

所有外管理資産

所有外管理資産減価償却累計額

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

・・・

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

資産合計

科目 金額

【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

・・・

インフラ資産

・・・

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

・・・

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

資産合計

科目 金額

①所有外管理資産の資産計上 4



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

13
連結財務書類作成の手引
き

様式
様式第１号
連結貸借対照
表

p.196

【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

土地

立木竹

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

資産合計

科目 金額
【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

土地

立木竹

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

所有外管理資産

所有外管理資産減価償却累計額

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

資産合計

科目 金額

①所有外管理資産の資産計上 5



マニュアル改訂に係る新旧対照表

○固定資産台帳の追加整備

No. 現行 改訂案

14
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 21段落 p.127

21．管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等について
は、当該地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設等のマネジメ
ントの観点から、固定資産台帳に記載し、貸借対照表に財務情報（土地・償却資
産別の取得価額等及び減価償却累計額）を注記することが望まれます。また、表
示登記が行われていない法定外公共物についても、同様の取扱いとすることが望
まれます。

21．資産計上していない所有外管理資産及び表示登記が行われていない法定外公
共物についても、公共施設等のマネジメントの観点から、固定資産台帳に記載
し、貸借対照表に財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及び減価償却累計
額）を注記することが望まれます。

15
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

別紙 別紙５ p.159

修正箇所

①所有外管理資産の資産計上 6



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

17 財務書類等活用の手引き 本文

１財務書類の
見方（１）貸
借対照表
（イ）負債及
び純資産

p.319

　なお、地方公共団体特有の制度として、管理者と所有者が異なる指定区間外の
国道や指定区間の河川等、資産計上されていないものや、地方債のうち将来の普
通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれるもの等が
存在することから、貸借対照表を見る際には、これらに関連する注記の内容を加
味して分析を行うことが重要です。

　なお、地方公共団体特有の制度として、資産計上していない所有外管理資産及
び表示登記が行われていない法定外公共物や、地方債のうち将来の普通交付税の
算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれるもの等が存在するこ
とから、貸借対照表を見る際には、これらに関連する注記の内容を加味して分析
を行うことが重要です。

p.31716 財務書類等活用の手引き 図表

Ⅰ 財務書類等
の分析の視点
１ 財務書類の
見方

（単位：　　）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

貸借対照表
（平成　　年　　月　　日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

（単位：　　）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 地方債（臨時財政対策債除く）

土地 臨時財政対策債

立木竹 長期未払金

建物 退職手当引当金

建物減価償却累計額 損失補償等引当金

工作物 その他

工作物減価償却累計額 流動負債

船舶 １年内償還予定地方債

船舶減価償却累計額 地方債（臨時財政対策債除く）

浮標等 臨時財政対策債

浮標等減価償却累計額 未払金

航空機 未払費用

航空機減価償却累計額 前受金

その他 前受収益

その他減価償却累計額 賞与等引当金

建設仮勘定 預り金

インフラ資産 その他

土地

建物 【純資産の部】

建物減価償却累計額 固定資産等形成分

工作物 余剰分（不足分）

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

所有外管理資産

所有外管理資産減価償却累計額

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

貸借対照表
（令和　　年　　月　　日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

①所有外管理資産の資産計上 7



マニュアル改訂に係る新旧対照表

○Q&Aの追加

No. 現行 改訂案

18 Q&A集
2．財務書類作
成要領

問番号11 p.394

（質問）
　管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等の資産に対
する修繕費等も「【行政コスト計算書】物件費等（維持補修費）」に計上するの
でしょうか。
（回答）
　管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等について
は、管理者として維持補修していることから、「【行政コスト計算書】物件費等
（維持補修費）」として計上します。
（関連箇所）
「財務書類作成要領」165段落

（質問）
　所有外管理資産の修繕や整備に係る費用はどのように計上するのでしょうか。
（回答）
　所有外管理資産の修繕費については、「【行政コスト計算書】物件費等（維持
補修費）/【資金収支計算書】物件費等支出」として計上します。
　一方、所有外管理資産の整備に係る費用については、当該所有外管理資産が資
産計上の対象か否かで扱いが異なります。
　資産計上する場合は「【貸借対照表】所有外管理資産/【資金収支計算書】投
資活動支出（公共施設等整備費支出）」とし、資産計上しない場合は「【行政コ
スト計算書】移転費用（補助金等）/【資金収支計算書】移転費用支出（補助金
等支出）」として計上します。
（関連箇所）
「財務書類作成要領」 ○段落、165段落

19 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号８ p.397

（質問）
　管理者と所有者が異なる指定区間外の国道（３桁国道）や指定区間の一級河川
等は、資産として計上しないものの、注記が望まれるとされていますが、注記す
る場合、どのような評価基準でどのように記載すべきでしょうか。
（回答）
　所有する固定資産に準じて固定資産台帳に記載・管理し、勘定科目別に取得価
額等と減価償却累計額を記載することとします。
（関連箇所）
「台帳手引き」21段落

（質問）
　資産計上しない所有外管理資産は、資産として計上しなかったとしても注記す
ることが望まれるとされていますが、注記する場合、どのような評価基準でどの
ように記載すべきでしょうか。
（回答）
　所有する固定資産に準じて固定資産台帳に記載・管理し、勘定科目別に取得価
額等と減価償却累計額を記載することとします。
（関連箇所）
「台帳手引き」21段落

20 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号８と
９の間）

p.397
（新設）

（質問）
　所有外管理資産を固定資産台帳に記載する際、どのような評価基準でどのよう
に記載すべきでしょうか。
（回答）
　所有外管理資産の開始時簿価については、取得原価が判明しているものは、原
則として取得原価とし、取得原価が不明なものは、原則として再調達原価としま
す（償却資産は、当該価額から減価償却累計額を控除した価額を計上。以下同
じ）。ただし、道路、河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものについ
ては、原則として備忘価額１円とします。また、開始後については、原則として
取得原価とし、再評価は行わないこととします。なお、取得原価については、事
実関係をよく調査する必要があり、安易に取得原価が不明だと判断することのな
いよう留意する必要があります。
（関連箇所）
「台帳手引き」63段落

※以下、番号ずれ留意

21 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号８と
９の間）

p.397
（新設）

（質問）
　所有外管理資産の初年度処理は、どのように行う必要があるのでしょうか。
（回答）
　まずは、計上対象の所有外管理資産に係る固定資産台帳情報を整備の上、計上
するものとなります。なお、当該資産計上によって生じる純資産変動の額につい
ては純資産変動計算書の「その他」に計上することとなります。

※以下、番号ずれ留意

修正箇所

①所有外管理資産の資産計上 8



マニュアル改訂に係る新旧対照表

○Q&Aの追加

22 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号８と
９の間）

p.397
（新設）

（質問）
　所有外管理資産の初年度処理の際は注記にどのように記載すべきでしょうか。
（回答）
　所有外管理資産の初年度処理については「２　重要な会計方針の変更等」の
「（１）会計方針の変更」において、例えば「本年度から所有外管理資産として
指定区間外の国道、指定区間の一級河川・二級河川を資産計上することとしまし
た。この変更は、令和６年12月の統一的な基準の改訂を踏まえたものです。この
変更により、所有外管理資産が×××百万円計上され、その結果、貸借対照表の
固定資産が×××百万円増加し、また純資産変動計算書のその他が×××百万円
増加しました。」という記述が考えられます。

（関連箇所）
「一般会計等財務書類における注記例」p.85

※以下、番号ずれ留意

23 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号11 p.397

（質問）
　固定資産の棚卸（現物確認）は、どのような点に注意すべきでしょうか。
（回答）
　　計上されている固定資産が確かに存在して当該地方公共団体の所有であるこ
とや、関連台帳との整合を確認することが重要です。　また、新規に取得又は異
動した資産以外についても、年１回を基本として現物確認とともに、期末に固定
資産台帳と貸借対照表の資産残高が一致しているか確認することとしていること
に留意が必要です。

（関連箇所）
「台帳手引き」124段落、125段落

（質問）
　固定資産の棚卸（現物確認）は、どのような点に注意すべきでしょうか。
（回答）
　　計上されている固定資産が確かに存在して当該地方公共団体の支配の対象で
あることや、関連台帳との整合を確認することが重要です。　また、新規に取得
又は異動した資産以外についても、年１回を基本として現物確認とともに、期末
に固定資産台帳と貸借対照表の資産残高が一致しているか確認することとしてい
ることに留意が必要です。

（関連箇所）
「台帳手引き」124段落、125段落

①所有外管理資産の資産計上 9



マニュアル改訂に係る新旧対照表

○「所有外資産」に係る現行の記載の適正化

No. 現行 改訂案

24 財務書類作成要領 本文 152段落 p.51
152．所有外資産とは、他団体及び民間への補助金等により整備された資産であ
り、他団体への公共施設等整備補助金等は資産形成にあたった分を記載します。

152．他団体への公共施設等整備補助金等は、他団体及び民間への補助金等のう
ち資産形成にあたった分を記載します。ただし、資産計上した所有外管理資産の
整備に係る費用は除きます。

25 財務書類作成要領 様式

様式第５号
附属明細書

２.行政コスト
計算書の内容
に関する明細

p.75

26
連結財務書類作成の手引
き

様式

様式第５号
附属明細書

２.連結行政コ
スト計算書の
内容に関する
明細

p.209

修正箇所

①所有外管理資産の資産計上 10



マニュアル改訂に係る新旧対照表

②貸借対照表の情報充実
○貸借対照表の様式変更・作成方法追加
No. 現行 改訂案

1
財務書類作成にあたって
の基礎知識

９．統一的な
基準による財
務書類の作成
例

様式第１号
貸借対照表

p.20

2 財務書類作成要領 本文 123段落 p.48

123．地方債は、地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のも
のをいいます。なお、地方債の内訳に係る附属明細書を作成します。

123．地方債は、地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のも
のをいい、「地方債（臨時財政対策債除く）」、「臨時財政対策債」に区分して
表示します。なお、詳細な地方債の内訳に係る附属明細書を作成します。

3 財務書類作成要領 本文 131段落 p.50

131．１年内償還予定地方債は、地方公共団体が発行した地方債のうち、１年以
内に償還予定のものをいいます。

131．１年内償還予定地方債は、地方公共団体が発行した地方債のうち、１年以
内に償還予定のものをいい、「地方債（臨時財政対策債除く）」、「臨時財政対
策債」に区分して表示します。

4 財務書類作成要領 様式
様式第１号
貸借対照表

p.62

修正箇所

【負債の部】

固定負債

地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

負債合計 750

200

200

250

550

300

科目 金額 【負債の部】

固定負債

地方債

地方債（臨時財政対策債除く） 150

臨時財政対策債 150

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債

地方債（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

負債合計 750

200

200

250

550

300

科目 金額

【負債の部】

固定負債

地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

負債合計

科目 金額

【負債の部】

固定負債

地方債

地方債（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

１年内償還予定地方債

地方債（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

科目 金額

負債合計

②貸借対照表の情報充実 11



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

5 財務書類作成要領 別表
別表１　勘定
科目表

p.96

6 財務書類作成要領 別表
別表４－６
地方債明細表

p.103

7 財務書類作成要領 別表

別表６　資金
仕訳変換表
６－１　歳入
科目（特定）

p.106

別表４－６ 地方債明細表

借
入

振
替

計 返
済

振
替

計

　地方債（臨時財政対策債除く）

　臨時財政対策債

合計

区分

前
年
度
末
残
高

増加 減少 本
年
度
末
残
高

１年内償還予定地方債

　地方債（臨時財政対策債除く）　

地方債

　臨時財政対策債

②貸借対照表の情報充実 12



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

8 財務書類作成要領 別表

別表６　資金
仕訳変換表
６－４　歳出
科目（仕訳複
数例）

ｐ.109

9 財務書類作成要領
チェックリス
ト

Ⅲ.財務書類・
附属明細書の
相互間の金額
の照合
（２）附属明
細書

新設（15と16
の間）

p.121
（新設）

※以下、番号ずれ留意

16
貸借対照表の「臨時財政対策債」（固定負債）
残高＋「臨時財政対策債」（流動負債）残高

「１（２）①地方債（借入先別）の明細」の
「臨時財政対策債」

②貸借対照表の情報充実 13



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

10
連結財務書類作成の手引
き

本文

（本文中で記
載例として示
される連結貸
借対照表）

p.176

11
連結財務書類作成の手引
き

様式
様式第１号
連結貸借対照
表

p.196

【負債の部】

固定負債

地方債等

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債等

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

負債合計

科目 金額

【負債の部】

固定負債

地方債等

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債等

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

負債合計

科目 金額

【負債の部】

固定負債

地方債等

地方債等（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債等

地方債等（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

科目 金額

負債合計

【負債の部】

固定負債

地方債等

地方債等（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債等

地方債等（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

その他

科目 金額

負債合計

②貸借対照表の情報充実 14



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

12
連結財務書類作成の手引
き

チェックリス
ト

Ⅱ.財務書類・
附属明細書の
相互間の金額
の照合
全体附属明細
書

新設（15と16
の間）

p.309
（新設）

※以下、番号ずれ留意

13
連結財務書類作成の手引
き

チェックリス
ト

Ⅱ.財務書類・
附属明細書の
相互間の金額
の照合
（２）連結附
属明細書

新設（15と16
の間）

p.313
（新設）

※以下、番号ずれ留意

No. 現行 改訂案

14 財務書類作成要領 様式

様式第５号
附属明細書

１．貸借対照
表の内容に関
する明細

p.72

○附属明細書の様式適正化

修正箇所

（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：　　）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業

　　その他

【特別分】

　　臨時財政対策債

　　減収補てん債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：　　）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業

　　その他

【特別分】

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

16
「１（２）①地方債（借入先別）の明細」の「臨時
財政対策債」

全体貸借対照表の「臨時財政対策債」（固定負
債）残高＋「臨時財政対策債」（流動負債）残
高

16
「１（２）①地方債（借入先別）の明細」の「臨時
財政対策債」

連結貸借対照表の「臨時財政対策債」（固定負
債）残高＋「臨時財政対策債」（流動負債）残
高

②貸借対照表の情報充実 15



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

15
連結財務書類作成の手引
き

様式

様式第５号
連結附属明細
書

１．連結貸借
対照表の内容
に関する明細

p.206

（２）負債項目の明細

①地方債等（借入先別）の明細 （単位：　　）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業

　　その他

【特別分】

　　臨時財政対策債

　　減収補てん債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

【その他】

合計

市場公募債 その他種類
地方債等

残高
政府資金

地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

②貸借対照表の情報充実 16



マニュアル改訂に係る新旧対照表

③　固定資産台帳の整理・精緻化

○構成の変更

No. 現行 改訂案

○固定資産台帳の様式新設・作成方法追加
No. 現行 改訂案

2
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 ８段落 p.126

また、前述のとおり現行制度における各種台帳については、その目的や
構造等において固定資産台帳との相違点も多くありますが、将来的には
一体的な管理を行うようにすることが効率的な資産管理という観点から
も望ましいため、既存の各種台帳から可能な限りデータを取得した上
で、将来的な一元化を見据えた固定資産台帳として整備することも考え
られます。

また、前述のとおり現行制度における各種台帳の記載項目については、その目的や構造等において固定資産台帳との相違点も多くありますが、将来
的には一体的な管理を行うようにすることが効率的な資産管理という観点からも望ましいため、既存の各種台帳と固定資産台帳とを連動できるよう
にし、可能な限り一体的な管理・運用ができる形で整備することも考えられます。

3
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 ９段落 p.126

特に、主として財産の運用管理を目的とする公有財産台帳等と固定資産
台帳については、内容が重複する部分も多く、相互の整合性を保持し、
効率的な管理を図るためにも、例えば資産番号等を共用してリンクさせ
ることが望まれます。 （削除）

※以下、番号ずれ注意

4
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 12段落 p.126

固定資産台帳が財務書類作成のための補助簿の役割を果たす以上、財務
書類に計上される項目の内訳が算出できるようになっていなければなり
ません。具体的には、１資産単位ごとに、勘定科目、件名、取得年月
日、取得価額等、耐用年数、減価償却累計額、帳簿価額、数量（（延べ
床）面積）等の情報を備えることとします。なお、これらの情報は、資
産管理の目的にも必要なものと考えられます。

固定資産台帳が財務書類作成のための補助簿の役割を果たす以上、財務書類に計上される項目の内訳が算出できるようになっていなければなりませ
ん。また、前述したように、公共施設マネジメントへの活用などを前提とした、各種台帳との連動を意識した作りとすることが望まれます。

5
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 13段落 p.126

個々の固定資産台帳の記載項目については、「固定資産台帳の記載項目
の例」（「別紙２」参照）のとおりとし、原則として「①基本項目」を
備えることとします。

具体的には、別紙２のとおりであり、１資産単位ごとに各項目を備えることとし、特に財務書類作成のための項目については、毎年度公表すること
とします。なお、公表するに当たっては、各項目の概念に沿ったものが網羅されていれば良く、各項目の名称まで統一する必要はありません。また
「期末簿価」のように他の項目（「取得価額等」と「減価償却累計額」）から算出可能なものは表示しないことを許容します。

　　Ⅲ　固定資産台帳の記載単位

　　Ⅳ　固定資産台帳の記載項目

　　Ⅴ　固定資産台帳の記載対象範囲
 　　　１　総則
 　　　２　建設仮勘定
 　　　３　リース資産
 　　　４　PFI
 　　　５　付随費用
 　　　６　資本的支出と修繕費の区分

修正箇所

p.126-p.132

修正箇所

1
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 -

Ⅲ　固定資産台帳の記載項目

Ⅳ　固定資産台帳の記載対象範囲
 １　総則
 ２　建物仮勘定
 ３　リース資産
 ４　PFI

Ⅴ　固定資産台帳の記載単位
１　総則
２　付随費用
３　資本的支出と修繕費の区分

③固定資産台帳の整理・精緻化 17



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

6
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 14段落 p.126

また、固定資産台帳を公共施設マネジメント等に活用するため、各地方
公共団体の判断により、例えば「②追加項目」のように、それぞれの状
況に応じて固定資産台帳に記載する項目を追加すること等により、活用
の幅を広げることも重要です。ただし、公共施設マネジメント等につい
ては、これらの項目以外の情報等を固定資産台帳と複合的に照らしあわ
せて活用したり、他のシステムに情報を集積し、取組を行っていたりす
る例があるなど、各団体における取組方法は様々であることから、どの
程度、こうした情報を固定資産台帳に追加して整備するかは、個々の地
方公共団体の創意工夫が必要となります。

また、固定資産台帳を公共施設マネジメント等に活用するため、固定資産台帳上のデータと自治体が別途保持するデータ（利用者等、修繕費等）と
の紐付けが容易に行えるよう、固定資産台帳に「所管部署」と「施設等コード」を追加することで、より正確な財務情報や施設ごとの実績情報の両
面から、今後の更新・統廃合・長寿命化等の方針について検討することが期待されます。

7
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 16段落 p.126

16. なお、記載項目を追加する際には、所管部署ごとに必要な情報が異
なる場合もあるため、どこまで情報が取得できるかの整理が前提となり
ます。例えば、建物・公園・道路など資産の性質や利用目的に応じ、所
管部署ごとに固定資産台帳の様式を一部異なるものにすることも考えら
れます。

（削除）
※以下、番号ずれ注意

8
資産評価及び固定資産
台帳整備の手引き

本文 17段落 p.127

17.以上をまとめると、固定資産台帳の記載項目については、原則とし
て「別紙２」の「①基本項目」を備えることとしますが、実際に資産を
管理・活用する所管部署が資産管理のためにどのような情報を必要とす
るか等によって追加する項目を決めていくことがポイントとなると考え
られます。

（削除）
※以下、番号ずれ注意

公共施設マネジメントへの活用

（例）施設等コードの振り方（一例）

③固定資産台帳の整理・精緻化 18



マニュアル改訂に係る新旧対照表

○項目の定義づけ

No. 現行 改訂案修正箇所

9

別紙資料参照

資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

別紙 － p.155

項目名 項目の説明 （参考）算出式

台帳番号 台帳における資産の識別番号 ー

資産名称 資産の名称 ー

所在地 資産の所在地 ー

数量 （延べ床）面積、延長、個数など ー

有形固定資産／無形固定資
産

有形固定資産か無形固定資産かの区分 ー

事業用資産／インフラ資産
／所有外管理資産／物品

事業用資産、インフラ資産、所有外管理資産、物品であるかの
区分

ー

土地／建物等の別 土地、建物、工作物、船舶等であるかの区分 ー

取得年度 資産を取得した年度 ー

法定耐用年数 耐用年数省令で定められている減価償却資産の耐用年数 ー

取得価額等 取得価額、再調達価額、備忘価額など ー

減価償却費
法定耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる
資産価値減少金額

取得価額等×法定耐用年数に基づく償却率 ※

※法定耐用年数の逆数を小数点以下第４位で切り上げた数値

減価償却累計額 減価償却費の累計額 ー

期末簿価
資産の取得価額等から減価償却累計額を差し引いた額（増減異
動後簿価）

取得価額等ー減価償却累計額

附属明細書 行政目的区分 資産の行政目的別区分 ー

会計区分 資産の会計区分 ー

評価基準・評価方法 取得原価や再調達原価等に拠る区分 ー

売却可能区分 売却可能資産であるか否かの区分 ー

売却可能価額 売却可能資産の場合の売却可能価額 ー

リース区分 リース資産であるかの区分 ー

所管部署 当該資産を所管している部署 ー

施設等コード
別途管理している施設等管理データと連携するための施設等毎
のコード

ー

公共施設マネジメント等に
有用な項目

固定資産台帳の記載項目の例

項目の目的

財務書類作
成のための
項目

（対外的な
公表対象）

財務４表

注記

（基本項目）

固定資産台帳の記載項目 別紙２

1 資産の番号

2 同一の資産について計上を区分したい場合等の枝番

3 資産の所在地

4 資産を管理している主たる管理部署

5 適用する勘定科目

6 資産の名称

7 所有物かリース資産であるかの区分

8 適用する耐用年数の種類

9 適用する耐用年数の年数

10 取得した年月日

11 供用開始した年月日

12 取得価額等

13 当該資産について保有している所有権の割合

14 前年度から資産が増減した場合の日付

15 資産の増減を反映する前の簿価（期首簿価）

16 増減が異動した事由

17 異動により増額した金額（18～23の合計）

18 有償取得額 有償取得額 有償で取得した増分の金額

19 無償所管換増分 無償所管換増分 無償で所管換した増分の金額

20 その他無償取得分 その他無償取得分 その他無償で取得した増分の金額

21 調査判明増分 調査判明増分 年度内調査により新たに判明した増分の金額

22 振替増額 振替増額 別科目から振替した増分の金額

23 評価等増額 評価等増額 再評価等を行った増分の金額

24 異動により減額した金額（25～31の合計）

25 除却額 除売却額 除売却した減分の金額

26 無償所管換減分 無償所管換減分 無償で所管換した減分の金額

27 その他無償譲渡分 その他無償譲渡分 その他無償で譲渡した減分の金額

28 誤記載減少分 誤記載減少分 年度内調査により新たに判明した減分の金額

29 振替・分割減額 振替・分割減額 別科目から振替した減分の金額

30 減価償却額 減価償却額 当年度の減価償却費相当額

31 評価等減額 評価等減額 評価等減額

32 増減異動後簿価（期末簿価）

33 資産の会計区分

34
取得時の予算科目名（予算科目が複数に渡る場合も
あるので、複数用意する）

35 資産の用途

36 使用されている事業分類名

37
開始時の固定資産について、取得価額・取得価額相
当額、取得年度が判明せず、直接開始簿価を評価し
た場合のフラグ

38 その他で管理すべき付加情報

39 売却可能資産であるか否かの区分

40
売却可能資産の場合の売却可能額（その他の資産の
場合、任意記録可）

41 当該資産を除却した場合のフラグ

42 資産の数量、（延べ床）面積

43 資産が建物の場合の階数

44 資産が土地の場合の地目

45 資産の稼働年数

46 目的別の資産区分

47 減価償却費の累計額

48 公有財産台帳上の財産区分

49 公有財産台帳の番号とのリンク

50 法定台帳の番号とのリンク

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

運営方式

運営時間

職員人数

取得財源内訳 取得財源内訳

耐震診断状況（建物）

耐震化状況(建物)

長寿命化履歴

複合化状況

利用者数（件数）

稼働率

ランニングコスト

減価償却累計額

財産区分（行政財産・普通財産）

公有財産台帳番号

法定台帳番号

完全除却済記号 完全除却済記号

数量(（延べ床）面積)

階数(建物)

地目（土地）

稼働年数

目的別資産区分

各種属性情報 各種属性情報

売却可能区分 売却可能区分

時価等

用途 用途

事業分類 事業分類

開始時見積資産 開始時見積資産

増減異動後簿価 増減異動後簿価（期末簿価）

会計区分

予算執行科目 予算執行科目

今回増加額 今回増加額

今回
増加
内訳

今回
増加
内訳

今回減少額 今回減少額

今回
減少
内訳

今回
減少
内訳

増減異動日付 増減異動日付

増減異動前簿価 増減異動前簿価

増減異動事由 増減異動事由

供用開始年月日 供用開始年月日

取得価額・取得価額相当額 取得価額等

所有割合

耐用年数分類(構造) 耐用年数分類(構造)

耐用年数 耐用年数

取得年月日 取得年月日

勘定科目(種目・種別) 勘定科目(種目・種別)

件名(施設名) 件名(施設名)

リース区分 リース区分

所在地

固定資産台帳の記載項目の例

新地方公会計モデル
(基準モデル・総務省方式改訂モデル)

①基本項目
（新地方公会計モデルに項目を追加）

項目の説明
②追加項目

（公共施設マネジメント等に活用
するための項目を追加）

所属(部局等) 所属(部局等)

番号 番号

枝番 枝番

固定資産台帳の記載項目の例 別紙２
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

○Q&Aの追加

No. 現行 改訂案

10 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号２ p.397

（質問）
 固定資産台帳については、公表を前提とすることとされていますが、全ての項
目を公表する必要があるでしょうか。
（回答）
　原則として、全ての項目についてエクセル形式等の編集可能なデータ形式で公
表することとします。　ただし、ＨＰ上で公表する際に、データ容量の都合上、
全ての項目を編集可能なデータ形式で公表することが困難である場合には、未利
用資産の有効活用の観点から、最低限、事業用資産及びインフラ資産について、
「所在地」「件名（施設名）」「取得年月日」「取得価額等」「増減異動後簿価
（期末簿価）」「用途」「売却可能区分」「時価等」「数量（（延べ床）面
積）」「減価償却累計額」「財産区分（行政財産・普通財産）」を公表すること
も考えられます。　なお、その場合であっても、固定資産台帳の全ての項目が記
載された冊子等を地方公共団体の窓口等に備えておくなど、希望者が固定資産台
帳の情報を閲覧できるよう工夫することが必要です。

（関連箇所）
「台帳手引き」5段落

（質問）
 　固定資産台帳については、公表を前提とすることとされていますが、全ての
項目を公表する必要があるでしょうか。
（回答）
　固定資産台帳が財務書類作成のための補助簿の役割を果たすことを踏まえ、
「台帳手引き」別紙２における「財務書類作成のための項目」についてはエクセ
ル形式等の編集可能なデータ形式で公表することとします。ただし、例えば「期
末簿価」のように他の項目情報（「取得価額等」と「減価償却累計額」）から算
出可能なものについては表示を省略することも許容します。

（関連箇所）
「台帳手引き」○段落、別紙２

11 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号２と
３の間）

p.397
（新設）

（質問）
　地方公共団体の任意で固定資産台帳で示された様式以外の項目を保持しても良
いのでしょうか。
（回答）
　固定資産台帳について示している様式（別紙２）は、特に財務書類の補助簿と
して必要最小限の項目を提示しているものであり、これらの項目を網羅している
のであれば、更なる項目を保持することは否定されるものではありません。例え
ば、減価償却計算の根拠とした構造・用途区分情報などはより数値の適正性を確
保できるものと考えられます。ただし、これらを追加したとして、当該項目に係
る情報について公表を義務付けるものではありません。

（関連箇所）
「台帳手引き」13段落、別紙２

※以下、番号ずれ留意

12 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号３ p.397

（質問）
　固定資産台帳は公表を前提とすることとされていますが、個人情報など法令に
より公表できない情報があった場合、どのように対処すればよいのでしょうか。
（回答）
　個人情報保護法等の観点から公表できない情報については、当該法令等の趣旨
を踏まえた対応が必要となりますが、例えば、「民間企業」、「個人」といった
記載、このような対応ができない場合は、「不開示」といった記載が考えられま
す。
（関連箇所）
「台帳手引き」5段落

（削除）

※以下、番号ずれ留意

修正箇所
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

13 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号６ p.397

（質問）
　固定資産台帳の記載項目が例示されていますが、同項目のとおりに固定資産台
帳を整備しなければならないのでしょうか。
（回答）
　同例示（「台帳手引き」別紙２）の「①基本項目」は、原則として記載する必
要があります。　また、「②追加項目」は、各地方公共団体の判断による任意の
記載としていますが、活用の幅を広げるためにも記載することが適当です。　な
お、同例示は記載例とされている中で、特に「②追加項目」については、各地方
公共団体の実情に応じて追加等することが適当です。

（関連箇所）
「台帳手引き」13段落、14段落、別紙２

（質問）
　固定資産台帳の記載項目が示されていますが、同項目のとおりに固定資産台帳
を整備しなければならないのでしょうか。
（回答）
　記載項目（「台帳手引き」別紙２）の「財務書類作成のための項目」は、原則
として記載する必要があります。また、「公共施設マネジメント等に有用な項
目」は、固定資産台帳に「所管部署」と「施設等コード」を追加することを推奨
しております。これら項目を追加することで、固定資産台帳上のデータと自治体
が別途保持する各施設に係るデータ（利用者等、修繕費等）とを紐付け、双方間
の連動性を高め、より精緻な財務情報と施設ごとの実績情報の両面から、今後の
更新・統廃合・長寿命化等の方針について検討することが期待されます。

（関連箇所）
「台帳手引き」○段落、別紙２

14 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号７ p.397

（質問）
　固定資産台帳の追加記載項目とされている長寿命化履歴には、具体的にどのよ
うな内容を記載すればよいのでしょうか。
（回答）
　公共施設等のマネジメントのためには、「①基本項目」のような基本情報を管
理することはもとより、施設の実態に即した情報を管理することも重要です。
上記観点から「②追加項目」で明示されている「長寿命化履歴」については、長
寿命化工事の有無、実施時期、関連する台帳番号等を記載することが考えられま
す。

（関連箇所）
「台帳手引き」14段落、別紙２

（削除）

※以下、番号ずれ留意

15 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号６と
７の間）

p.397 （新設）

（質問）
　固定資産台帳の「公共施設マネジメント等に有用な項目」とされている施設等
コードを用いて、固定資産台帳上のデータに対して具体的にどのようなデータを
紐付けるのがよいのでしょうか。
（回答）
　施設等コードを用いて利用者数や修繕費などといった別途個別施設毎で管理し
ているデータと紐付けることが考えられます。固定資産台帳のデータは取替や更
新を行う単位での管理を基本とするため、より粗い粒度である個別施設単位で管
理するのに適した利用者数や修繕費等のデータを固定資産台帳上で保持するのは
難しいところがあります。したがって、これらの施設データは別途管理し、共通
コードを用いて固定資産台帳と施設等一式データの連携を図ることが、公共施設
マネジメントの観点で重要であるといえます。

（関連箇所）
「台帳手引き」○段落、別紙２

※以下、番号ずれ留意
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

④全体・連結財務書類における効率化

○CF連結時における間接法の許容

No. 現行 改訂案

1 財務書類作成要領 本文 215段落 p.55

215.統一的な基準においては、資金収支計算書の作成（会計処理）及び表示とも
に直接法を採用しています。

215.統一的な基準においては、資金収支計算書の作成（会計処理）及び表示とも
に原則直接法を採用しています。

2 連結財務書類の手引き 本文 35段落 p.174

　連結資金収支計算書については、その事務負担等に配慮して、当分の間は作成
せず、連結精算表でも業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支といった本
年度資金収支額の内訳については記載を省略することを許容することとします。
その場合でも、全体資金収支計算書については作成することとします。

　全体・連結資金収支計算書については、その事務負担等に配慮して、公営企業
会計でも許容されている間接法による作成を許容します。
　さらに、連結資金収支計算書については、当分の間は作成せず、連結精算表で
も業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支といった本年度資金収支額の内
訳については記載を省略することを許容することとします。

修正箇所
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

　ここで、直接法と間接法における表示科目の違いは以下の参考様式の通り【業
務活動収支】に現れます。
　間接法による作成に当たっては、以下の参照箇所を参考に、まず行政コスト計
算書の純行政コストをマイナスの形で計上するところから開始し、減価償却費な
どの非資金損益項目の調整、資産除売却損などの臨時損益等の調整、未収金など
の業務活動内のキャッシュの増減などを調整の上、【投資活動収支】に計上され
ている分を調整した財源等を計上するなどして業務活動収支を算出してくださ
い。
　なお、参考様式の金額欄において「符号反転」という記載がある科目は表示、
ないしは算出した数値がプラスであればマイナスに、マイナスであればプラスに
したかたちで計上することを意味しており、参考箇所欄で＊が付されている科目
は投資活動収支ないしは財務活動収支に計上されている分を控除する必要がある
ことに留意してください。

（新設）3 連結財務書類の手引き 本文
35段落と36段
落の間

p.174,p.175

（区分） 【業務活動収支】 参照箇所

純行政コスト 符号反転 PL

減価償却費 PL

退職手当引当金の増減 BS前年比較

賞与等引当金の増減 BS前年比較

投資損失引当金の増減 符号反転 BS前年比較

損失補償等引当金の増減 BS前年比較

徴収不能引当金の増減 BS前年比較

臨時損失その他のうち非資金分 PL

資産除売却損 PL

資産売却益 符号反転 PL

前受収益の増減 BS前年比較

長期延滞債権の増減 符号反転 BS前年比較

未収金の増減 符号反転 BS前年比較＊

棚卸資産の増減 符号反転 BS前年比較

長期未払金の増減 BS前年比較＊

未払金の増減 BS前年比較＊

その他 ※調整

小計

財源 NW

国県等補助金収入（投資活動収入分） 符号反転 CF

業務活動収支

非
資
金
費
用
の
調
整

臨
時
費

用
・
収
益

等
の
調
整

資
産
・
負
債
増
減
の
調
整

科目 金額
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

○連結対象団体の附属明細書の一覧化
No. 現行 改訂案

5 連結財務書類の手引き 本文 39段落 p.177

　連結財務書類は４表または３表以外にも連結附属明細書もあわせて作成するこ
とが望ましいですが、連結附属明細書のうち有形固定資産の明細及び連結精算表
以外については、その事務負担等に配慮して、作成しないことも許容することと
します。

　全体・連結財務書類は４表または３表以外にも全体・連結附属明細書もあわせ
て作成することが望ましいですが、その事務負担等に配慮して、連結対象団体の
個別の附属明細書をそれぞれ作成し一覧表示することを許容します。
　さらに、連結附属明細書については、そのうち有形固定資産の明細及び連結精
算表以外について作成しないことも許容することとします。

図６　連結対象団体（会計）ごとの財務書類の作成方法

○：法定決算書類を基礎として活用可能
×：新たに個別財務書類を作成する必要あり
※１全体・連結資金収支計算書については、その事務負担等に配慮して、公営企
業会計でも許容されている間接法による作成を許容します。
　さらに、連結資金収支計算書については、当分の間は作成せず、連結精算表で
も業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支といった本年度資金収支額の内
訳については記載を省略することを許容することとします。
※２ 地方公営企業（法適用）型の一部事務組合・広域連合を含みます。
※３ 地方公営企業（法適用）型以外の一部事務組合・広域連合を含みます。

修正箇所

4 連結財務書類の手引き 本文 56段落 p.181

図６　連結対象団体（会計）ごとの財務書類の作成方法

○：法定決算書類を基礎として活用可能
×：新たに個別財務書類を作成する必要あり
※１ 連結資金収支計算書は、その事務負担等に配慮して、当分の間は作成しな
いことも許容することとします。その場合でも、全体資金収支計算書は作成する
こととします。
※２ 一部事務組合・広域連合（地方公営企業（法適用）型）を含みます。
※３ 一部事務組合・広域連合（地方公営企業（法適用）型）を除きます。

 

団体（会計） 
の種類 

会計基準等 

財務書類の作成方法 

貸借対照表 
行政コスト 
計算書 

純資産変動 
計算書 

資金収支 
計算書※１ 

地方公営企業 
（法適用）※２ 

地方公営企業

法の財務規定

等 

○ 

貸借対照表から 

修正・読替え 

○ 

損益計算書から 

修正・読替え 

× 

決算統計及び 

損益計算書等 

から作成 

○ 

キャッシュ・フロー

計算書等から 

修正・読替え 

地方公営 
事業会計 
（法非適用） 

― 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

一部事務組合・ 
広域連合※３ 

― 

（公営企業は地

方公営企業法

の財務規定等） 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

× 

執行データ等 

から仕訳変換 

を行い作成 

地方独立 
行政法人 

地方独立 

行政法人 

会計基準 

○ 

貸借対照表から 

修正・読替え 

○ 

損益計算書から 

修正・読替え 

× 

貸借対照表及び 

損益計算書等 

から作成 

○ 

キャッシュ・フロー

計算書等から 

修正・読替え 

地方三公社 

（例：土地開発

公社） 

土地開発公社

経理基準要綱 

○ 

貸借対照表から 

修正・読替え 

○ 

損益計算書から 

修正・読替え 

× 

貸借対照表及び 

損益計算書等 

から作成 

○ 

キャッシュ・フロー

計算書等から 

修正・読替え 

第三セクター等 

（例：株式会社

等） 

会社計算規則

及び財務諸表

規則等 

○ 

貸借対照表から 

修正・読替え 

○ 

損益計算書等 

から修正・読替え 

× 

貸借対照表及び 

損益計算書等 

から作成 

○（一部×） 

キャッシュ・フロー

計算書等から 

修正・読替え等 
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

⑤　附属明細書の簡素化・記入要領作成
○附属明細書の簡素化
No. 現行 改訂案

1 財務書類作成要領 附属明細書
①地方債（借
入先別）の明
細

p.72 （新設）

2 財務書類作成要領 附属明細書
①地方債（借
入先別）の明
細

p.72 （新設）

○附属明細書の記入要領作成
No. 現行 改訂案

3 附属明細書作成要領 ー ー ー （新設） ※「附属明細書作成要領」参照

4 財務書類作成要領 本文 85段落 p.45

85. 貸借対照表に係る附属明細書については、様式第５号１のとおりと
します。また、様式に記された資産及び負債以外の資産及び負債（無形
固定資産等）のうち、その額が資産総額の１００分の５を超える科目に
ついても作成します。

85. 貸借対照表に係る附属明細書については、様式第５号１のとおりとし、「附属明細書作成要領」を参考としつ
つ、作成します。また、様式に記された資産及び負債以外の資産及び負債（無形固定資産等）のうち、その額が資産
総額の１００分の５を超える科目についても作成します。

5 財務書類作成要領 本文 86段落 p.45

86. （１）資産項目の明細の①有形固定資産の明細については、資産負
債内訳簿に基づき記載します。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

6 財務書類作成要領 本文 87段落 p.45

87. （１）資産項目の明細の②有形固定資産の行政目的別明細について
は、固定資産台帳に基づき作成します。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

7 財務書類作成要領 本文 88段落 p.45

88. （１）資産項目の明細の③から⑦まで及び（２）負債項目の明細①
から⑤までについては、資産負債内訳簿を参考としつつ、銘柄名等につ
いて具体的に記載します。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

8 財務書類作成要領 本文 150段落 p51
150.行政コスト計算書に係る附属明細書については、様式第５号２のと
おりとします。

150.行政コスト計算書に係る附属明細書については、様式第５号２のとおりとし、「附属明細書作成要領」を参考と
しつつ、作成します。

9 財務書類作成要領 本文 151段落 p51

151.（１）補助金等の明細については、名称は、○○助成や○○分担金
等と記載し、支出目的は、○○会計の健全運営や○○に係る法定負担金
等と記載します。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

10 財務書類作成要領 本文 153段落 p51

153.当明細の金額の合計については、行政コスト計算書における「補助
金等」と数字が一致します。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

11 財務書類作成要領 本文 196段落 p54
196.純資産変動計算書の附属明細書については様式第５号３のとおりと
します。

196.純資産変動計算書の附属明細書については様式第５号３のとおりとし、「附属明細書作成要領」を参考としつ
つ、作成します。

修正箇所

修正箇所
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

12 財務書類作成要領 本文 197段落 p54

197.（１）財源の明細については、税収等及び国県等補助金の内訳を記
載します。一般会計及び特別会計の金額の合計は純資産変動計算書にお
ける財源の金額と一致します。 資本的補助金は、資産形成に充当した補
助金をいい、資金収支計算書の投資活動収入の国県等補助金収入と財源
情報の明細の有形固定資産等の増加の財源としての国県等補助金の数字
が基本的に一致します。 経常的補助金は、資本的補助金以外をいいま
す。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

13 財務書類作成要領 本文 199段落 p54

199.（２）財源情報の明細については、純行政コスト、有形固定資産等
の増加、貸付金・基金等の増加及びその他における財源の内訳を記載し
ます。このとき、原則として、国県等補助金の合計は純資産変動計算書
における国県等補助金と一致します。一方、税収等の合計は純資産変動
計算書における税収等とは、地方債の元本償還の計上の有無等により一
致しません。なお、税収等の合計以外についても、地方債償還のための
補助金や借換債の有無等により一致しない場合があるため、その場合、
それぞれの合計から地方債償還のための補助金や借換債の金額を控除し
ます。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

14 財務書類作成要領 本文 200段落 p54

200.減価償却費は、内訳におけるその他として、純行政コストの行に記
載します。 （削除）

※以下、番号ずれ留意

15 財務書類作成要領 本文 220段落 p56
220.資金収支計算書の附属明細書については様式第５号４のとおりとし
ます。

220.資金収支計算書の附属明細書については様式第５号４のとおりとし、「附属明細書作成要領」を参考としつつ、
作成します。

16 財務書類作成要領 本文 221段落 p56

221.（１）資金の明細については、資金の内訳とそれぞれの本年度末残
高を記載します。本年度末残高の合計は資金収支計算書における本年度
末残高と一致します。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

17 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号53 p.401

（質問）
　固定資産台帳の記載項目のうち、「目的別資産区分」の項目について
は、何を記載したらよいのでしょうか。
（回答）
　「財務書類作成要領」様式第５号「附属明細書」の「②有形固定資産
の行政目的別明細」で示している行政目的の区分を記入することが想定
されます。
（関連箇所）
　「台帳手引き」別紙２

（削除）

※以下、番号ずれ留意
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

⑥　リース資産に係る計上基準の変更
No. 現行 改訂案

1 財務書類作成要領 注記例
1　重要な会計
方針

p.82

⑷　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　建物　　　○年～○年
　　　　　　工作物　　○年～○年
　　　　　　物品　　　○年～○年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法
によっています。）
③　リース資産
ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法
（記載上の注意）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引及び重要性の乏しい所有権移転ファイ
ナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を
行う場合は、次のように記載することが考えられます。
［記載例］
　③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年
以内のリース取引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファ
イナンス・リース取引を除きます。）
･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

⑷　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産･････････定額法
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　建物　　　○年～○年
　　　　　　工作物　　○年～○年
　　　　　　物品　　　○年～○年
②　無形固定資産･････････定額法
（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法
によっています。）

（記載上の注意）
　一部のリース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を
行う場合は、次のように記載することが考えられます。
［記載例］
①　有形固定資産（※）･････････定額法
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　建物　　　○年～○年
　　　　　　工作物　　○年～○年
　　　　　　物品　　　○年～○年
②　無形固定資産（※）･･････････定額法
※リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・
リース取引に係るリース資産を除く。

2 財務書類作成要領 注記例
1　重要な会計
方針

p.83

⑹　リース取引の処理方法
　　①　ファイナンス・リース取引
　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　②　オペレーティング・リース取引
　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（記載上の注意）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引及び重要性の乏しい所有権移転ファイ
ナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を
行う場合は、次のように記載することが考えられます。
［記載例］
　①　ファイナンス・リース取引
　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取
引及びリース料総額が○○万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　②　オペレーティング・リース取引
　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑹　リース取引の処理方法
　リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行って
います。

（記載上の注意）
　一部のリース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を
行う場合は、次のように記載することが考えられます。
［記載例］
　　ア　リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティ
ング・リース取引
　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　イ　ア以外のリース取引
　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

修正箇所

⑥リース資産に係る計上基準の変更 27



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

3 財務書類作成要領
チェックリス
ト

Ⅰ．統一的な
基準への準拠
性の確認
（２）貸借対
照表
項目番号6

p.118

所有権移転ファイナンス・リース（重要性の低いものを除く）については、他の
固定資産と同様、適切な取得価額・耐用年数・減価償却方法で評価されている
か。

売買取引に準じて処理したリース資産については、他の固定資産と同様、適切な
取得価額・耐用年数・減価償却方法で評価されているか。

4
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 24段落 p.128

24．リース資産のうちファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
係る方法（固定資産に該当するものは貸借対照表に計上）に準じて会計処理を行
い、オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
（費用として行政コスト計算書に計上）に準じて会計処理を行うこととします。
ただし、ファイナンス・リース取引であっても、所有権移転外ファイナンス・
リース取引及び重要性の乏しい所有権移転ファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができることとし
ます。なお、地方公共団体は、リース取引においては借り手になることが想定さ
れるため、研究会報告書では、借り手側の処理に準じて記載されていますが、そ
の具体的な取扱いは明確に定められていませんので、企業会計の考え方及び手法
（「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号）。以下「リース会
計基準」といいます。）を参考にして処理することが適当です。

24．リース資産については、原則、通常の売買取引に係る方法（固定資産に該当
するものは貸借対照表に計上）に準じて会計処理を行います。ただし、リース取
引の中でも、オペレーティング・リース取引や後述する重要性の乏しいものにつ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法（費用として行政コスト計算書に計上）に
準じて会計処理を行うことができることとします。これをまとめると以下の表の
とおりとなります。

5
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 24段落
新設（p.128又
はp.129）

（新設）

6
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 26段落 p.129

26．なお、次のいずれかに該当するものが所有権移転ファイナンス・リース取引
になると考えられますが、おおまかにいうと、ファイナンス・リース取引のう
ち、リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借り手に移転すると
認められるものを所有権移転ファイナンス・リース取引、それ以外の取引を所有
権移転外ファイナンス・リース取引といいます。
 ①リース契約上、リース期間終了後またはリース期間の中途で、リース物件の所
有権が借り手に移転することとされているリース取引
 ②リース契約上、借り手に対して、リース期間終了後またはリース期間の中途
で、名目的価額またはその行使時点のリース物件の価額に比して著しく有利な価
額で買い取る権利が与えられており、その行使が確実に予想されるリース取引
 ③リース物件が、借り手の用途等にあわせて特別の仕様により製作または建設さ
れたものであって、当該リース物件の返還後、貸し手が第三者に再びリースまた
は売却することが困難であるため、その使用可能期間を通じて借り手によっての
み使用されることが明らかなリース取引

（削除）

※以下、番号ずれ留意

リース取引に係る会計処理
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

7
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 27段落 p.129

27．また、２４段落のとおり、所有権移転外ファイナンス・リース取引及び重要
性の乏しい所有権移転ファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じて会計処理を行うことができることとしていますが、「重要性の乏しい
もの」としては、リース会計基準の少額リース資産及び短期のリース取引の取扱
いに準じて、次のいずれかに該当する場合が考えらます。
①重要性が乏しい償却資産について、購入時に費用処理する方法が採用されてい
る場合で、リース料総額が当該基準以下のリース取引
②リース期間が１年以内のリース取引
③当該地方公共団体の活動において重要性の乏しいものでリース契約１件あたり
のリース料総額（維持管理費相当額または通常の保守等の役務提供相当額のリー
ス料総額に占める割合が重要な場合には、その合理的見積額を除くことができ
る）が３００万円以下のリース取引

27．また、２４段落に記載した「重要性の乏しいもの」としては、リース会計基
準の少額リース資産及び短期のリース取引の取扱いを踏まえ、次のいずれかに該
当する場合が考えられます。
①リース期間が１年以内のリース取引
②少額のリース取引（計上基準は地方公共団体ごとに判断します。一つの例とし
て、リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のリース取引等が考
えられます）

8
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 28段落 p.130

28．リース資産の評価基準については、取得価額（貸し手の購入価額が判明して
いる場合は貸し手の購入価額、不明な場合はリース料総額の割引現在価値と貸し
手の見積現金購入価額とのいずれか低い額）とし、所有権移転ファイナンス・
リース取引については、自己所有の固定資産と同様の方法により減価償却費等を
算定します。

28．リース資産の評価基準については、取得価額（貸し手の購入価額が判明して
いる場合は貸し手の購入価額、不明な場合はリース料総額の割引現在価値と貸し
手の見積現金購入価額とのいずれか低い額）とし、売買取引に準じて処理する
リース資産については、固定資産と同様の方法により減価償却費等を算定しま
す。

9
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 29段落 p.130

29．リース資産に該当する資産については、資産全体に占める割合は低いと考え
られますが、原則として次のとおり事務処理を行い、その金額等を固定資産台帳
に記載します。まず、リース料の総額（利息相当額を除く）を資産（有形固定資
産または無形固定資産）と負債（その他）の双方に計上します（利息相当額は、
原則として返済されていないリース債務の残高に一定率を乗じて計算した結果を
支払利息相当額とする方法により配分された額を、支払利息として処理します。
なお、金額等の観点から重要性が乏しいと認められる場合は、継続的な処理を前
提にリース料総額から利息相当額を控除しない方法によることもできます。）。
その後、リース資産は他の有形固定資産や無形固定資産と同様に減価償却計算を
行い、リース債務はリース料の支払いに応じて減額していきます（所有権移転外
ファイナンス・リース取引を資産計上する場合は、最終的に所有しないため、
リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとして定額法により減価償却を行い
ます。）。以上を踏まえると、リース資産の評価方法は、以下のとおりとなりま
す。

29．リース資産に該当する資産については、資産全体に占める割合は低いと考え
られますが、原則として次のとおり事務処理を行い、その金額等を固定資産台帳
に記載します。まず、リース料の総額（利息相当額を除く）を資産（有形固定資
産または無形固定資産）と負債（その他）の双方に計上します（利息相当額は、
原則として返済されていないリース債務の残高に一定率を乗じて計算した結果を
支払利息相当額とする方法により配分された額を、支払利息として処理します。
なお、金額等の観点から重要性が乏しいと認められる場合は、継続的な処理を前
提にリース料総額から利息相当額を控除しない方法によることもできます。）。
その後、リース資産は他の固定資産と同様に減価償却計算を行い、リース債務は
リース料の支払いに応じて減額していきます。

10
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文（図表） 29段落 p.130

（削除）

※以下、番号ずれ留意
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

11
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 31段落 p.131

31.ＰＦＩ等の手法により整備した所有権がない資産についても、原則として所有
権移転ファイナンス・リース取引と同様の会計処理を行うものとし、契約上のリ
スク配分状況等を検討の上、原則として地方公共団体に帰属するリース資産・
リース債務として認識し、固定資産台帳にその金額及び計算方法等を記載しま
す。なお、会計処理にあたっては、ＰＦＩ等の事業内容に応じて、例えば利息相
当額や維持管理・運営費は、原則として支払総額から控除してリース資産・リー
ス債務の計上を行う必要があります。

31.ＰＦＩ等の手法により整備した資産についても、原則としてリース取引と同様
の会計処理を行うものとし、契約上のリスク配分状況等を検討の上、原則として
地方公共団体に帰属するリース資産・リース債務として認識し、固定資産台帳に
その金額及び計算方法等を記載します。なお、会計処理にあたっては、ＰＦＩ等
の事業内容に応じて、例えば利息相当額や維持管理・運営費は、原則として支払
総額から控除してリース資産・リース債務の計上を行う必要があります。

12
連結財務書類作成の手引
き

注記例
1　重要な会計
方針

p.220

⑷　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　建物　　　○年～○年
　　　　　　工作物　　○年～○年
　　　　　　物品　　　○年～○年
　　　　ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法
によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以
内のリース取引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイ
ナンス・リース取引を除きます。）
･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
（記載上の注意）
　上記の記載は所有権移転外ファイナンス・リース取引及び重要性の乏しい所有
権移転ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
て会計処理を行う場合です。それ以外の場合は、次のように記載することが考え
られます。
［記載例］
　③　リース資産
ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

⑷　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産･････････定額法
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　建物　　　○年～○年
　　　　　　工作物　　○年～○年
　　　　　　物品　　　○年～○年
②　無形固定資産･････････定額法
（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法
によっています。）

（記載上の注意）
　一部のリース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を
行う場合は、次のように記載することが考えられます。
［記載例］
①　有形固定資産（※）･････････定額法
　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　建物　　　○年～○年
　　　　　　工作物　　○年～○年
　　　　　　物品　　　○年～○年
②　無形固定資産（※）･･････････定額法
※リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・
リース取引に係るリース資産を除く。
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

13
連結財務書類作成の手引
き

注記例
1　重要な会計
方針

p.222

⑹　リース取引の処理方法
　　①　ファイナンス・リース取引
　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　②　オペレーティング・リース取引
　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
（記載上の注意）
所有権移転外ファイナンス・リース取引及び重要性の乏しい所有権移転ファイナ
ンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行
う場合は、次のように記載することが考えられます。
［記載例］
　①　ファイナンス・リース取引
　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取
引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑹　リース取引の処理方法
　リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行って
います。

（記載上の注意）
　一部のリース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を
行う場合は、次のように記載することが考えられます。
［記載例］
　　ア　リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティ
ング・リース取引
　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　イ　ア以外のリース取引
　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

14 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号15 p.398

（質問）
　重要性の乏しい所有権移転ファイナンス・リース取引の対象について、重要性
が乏しい償却資産、当該地方公共団体の活動において重要性の乏しいものといっ
た記載がなされていますが、「重要性の乏しい」とは、どのような場合が該当す
るのでしょうか。
（回答）
　基本的には、各地方公共団体の実情に応じて判断することとなりますが、以下
の基準等により判断することとします。
①購入時に費用処理するもの、②リース期間が１年以内であるもの、
③１契約あたりのリース料総額が300万円以下のもの
（関連箇所）
「台帳の手引き」27段落

（削除）

※以下、番号ずれ留意

15 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号16 p.398

（質問）
　PFI事業に関して、所有権がない資産は、どのように処理するのでしょうか。
（回答）
　PFI事業に係る資産については、所有権がない資産であっても、契約上のリスク
配分状況の検討を行い、リース会計基準に準じた会計処理を行うこととします。
　会計処理にあたっては、ＰＦＩ事業費の内訳内容に応じて、例えば利息相当額
や維持管理・運営費は、原則として支払総額から控除してリース資産・リース債
務の計上を行う必要があります。（仕訳例は、以下のとおり）
【貸借対照表】該当固定資産科目／【貸借対照表】固定負債・流動負債（その
他）
　なお、PFI事業に係る資産の金額について、注記することとします。
（関連個所）
「台帳手引き」31段落

（削除）

※以下、番号ずれ留意
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

⑦　金額基準を持つ資産に係る計上基準の変更
○修繕費・物品に係る資産計上基準の変更
No. 現行 改訂案

1 財務書類作成要領 本文 98段落 p.46

98.物品は、自治法第２３９条第１項に規定するもので、原則として取得価額また
は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産として計上しま
す。ただし、各地方公共団体の規程等において重要な物品等の基準を有している
場合で、かつ、総資産に占める物品の割合に重要性がないと判断される場合にお
いては、各地方公共団体の判断に基づき、継続的な処理を前提に当該規程等に準
じた資産計上基準を設けることを妨げません。なお、開始時の算定に際しても同
様とします。

98.物品は、自治法第２３９条第１項に規定するもので、原則として取得価額また
は見積価額が一定金額基準以上の場合に資産として計上します。この金額基準に
ついては、原則として各地方公共団体の判断に基づき、各地方公共団体における
重要な物品等の基準に係る規定等に準じたものを設定の上、注記するものとしま
す。一例として、取得価額または見積価額が５０万円（美術品は３００万円）以
上といった金額基準が考えられます。なお、開始時の算定に際しても同様としま
す。

2
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 40段落 p.132

40.有形固定資産のうち、償却資産に対して修繕等を行った場合は、修繕等に係る
支出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認
められるかどうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出（有形
固定資産の取得時及び取得後の支出のうち、当該資産の取得価額に加えるべき支
出）として資産に計上します。なお、上記の判断は、実務上困難な場合もあると
考えられることから、「区分基準（修繕費支弁基準）」を内部で策定して事務処
理を行うのが適当と考えられます。「区分基準」については、「法人税基本通
達」第７章第８節の例示が参考になり、これをまとめると以下のとおりとなりま
すが、区分が不明な場合は、同通達に、①金額が６０万円未満の場合、または②
固定資産の取得価額等の概ね１０％相当額以下である場合には、修繕費として取
り扱うことができるという規定があることから、これに従うことが考えられま
す。なお、地方公共団体の実情により、「６０万円未満」を別途の金額に設定す
ることもできることとしますが、その場合には、その旨を注記します。

40.有形固定資産のうち、償却資産に対して修繕等を行った場合は、修繕等に係る
支出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認
められるかどうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出（有形
固定資産の取得時及び取得後の支出のうち、当該資産の取得価額に加えるべき支
出）として資産に計上します。なお、上記の判断は、実務上困難な場合もあると
考えられることから、「区分基準（修繕費支弁基準）」を内部で策定して事務処
理を行うのが適当と考えられます。「区分基準」については、原則として各地方
公共団体の判断に基づき策定の上、注記するものですが、例えば「法人税基本通
達」第７章第８節の例示が参考になり、これをまとめると以下のとおりとなりま
すが、区分が不明な場合は、同通達に、①金額が６０万円未満の場合、または②
固定資産の取得価額等の概ね１０％相当額以下である場合には、修繕費として取
り扱うことができるという規定があることから、これに従うことも考えられま
す。

3
資産評価及び固定資産台
帳整備の手引き

本文 65段落 p.137

65.物品は、地方自治法第２３９条第１項に規定するもので、原則として取得価額
または見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に、その取得価額
を資産として計上し、再評価は行わないこととします。ただし、各地方公共団体
の規程等において重要な物品等の基準を有している場合で、かつ、総資産に占め
る物品の割合に重要性がないと判断される場合においては、各地方公共団体の判
断に基づき、継続的な処理を前提に当該規程等に準じた資産計上基準を設けるこ
とを妨げないこととします。なお、取得原価が不明な資産については、原則とし
て再調達原価とします。

65.物品は、地方自治法第２３９条第１項に規定するもので、原則として取得価額
または見積価額が一定金額基準以上の場合に、その取得価額を資産として計上
し、再評価は行わないこととします。この金額基準については、原則として各地
方公共団体の判断に基づき、各地方公共団体における重要な物品等の基準に係る
規定等に準じたものを設定の上、注記するものとします。一例として、取得価額
または見積価額が５０万円（美術品は３００万円）以上といった金額基準が考え
られます。なお、取得原価が不明な資産については、原則として再調達原価とし
ます。

4 Q&A集

3．資産評
価及び固
定資産台
帳整備の
手引き

問番号20 p.398

（質問）
　美術品は300万円以上の場合に、資産として計上することとなりますが、文化財
として管理している美術品は資産対象範囲外としてよいのでしょうか。
（回答）
　文化財であるからといって、一律に資産計上の対象外とすべきではないと考え
ます。なお、文化財等を資産として計上する際も、取得価額又は再調達原価によ
り計上することが原則ですが、例えば遺跡から大量に出土した物等、資産価値の
把握が困難な場合に、地方公共団体の判断により備忘価額１円とすることも考え
られます。
（関連箇所）
「台帳手引き」40段落

（質問）
　文化財として管理している美術品は資産対象範囲外としてよいのでしょうか。
（回答）
　文化財であるからといって、一律に資産計上の対象外とすべきではないと考え
ます。なお、文化財等を資産として計上する際も、取得価額又は再調達原価によ
り計上することが原則ですが、例えば遺跡から大量に出土した物等、資産価値の
把握が困難な場合に、地方公共団体の判断により備忘価額１円とすることも考え
られます。
（関連箇所）
「台帳手引き」40段落

修正箇所
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

5 Q&A集

3．資産評
価及び固
定資産台
帳整備の
手引き

問番号34 p.399

（質問）
　固定資産台帳に記載する物品として、「取得価額又は見積価額が50万円以上の
場合」とされていますが、単価が50万円未満の物品を複数個まとめて整備し、50
万円以上となった場合は、資産として台帳に記載し、単体で整備した場合は、台
帳に記載しないでよいのでしょうか。
（回答）
　物品単体で50万円を超えなければ、資産計上する必要はありません。これは、
あまりに少額なものまで固定資産として計上すると、その後の資産管理が煩雑と
なるため定められた重要性の基準値であり、複数の物品をまとめて整備し全体の
額が50万円を超えたとしても、台帳に記載することとはなりません。一方で、単
品で50万円を超えないものであっても、複数の資産が一体となって機能し、取得
と除却がその単位で行われるものであれば、まとめて計上します。
（関連箇所）
「台帳手引き」65段落

（質問）
　固定資産台帳に記載する物品として、「取得価額又は見積価額が一定金額基準
以上の場合」とされていますが、物品の資産計上の金額基準として一定の金額を
定めたときに、ある物品の取得単価がその金額未満であるが複数個取得し、当該
金額基準を超える場合は、台帳に記載しないでよいのでしょうか。
（回答）
　複数の物品をまとめて取得し全体の額が各自治体における一定金額基準を超え
たとしても、台帳に記載する必要はありません。一方で、単品で当該金額基準を
超えないものであっても、複数の資産が一体となって機能し、取得と除却がその
単位で行われるものであれば、まとめて計上します。
（関連箇所）
「台帳手引き」65段落

6 Q&A集

3．資産評
価及び固
定資産台
帳整備の
手引き

問番号36 p.400

（質問）
　　物品については、「取得価額または見積価額が50万円（美術品は300万円）以
上」の場合に計上することとされていますが、無形固定資産のソフトウェアに関
しては同様の記述が無く、資産として計上する基準はどのように考えればよいの
でしょうか。
（回答）
　物品に準じて取り扱うこととして差し支えありません。
（関連箇所）
「台帳手引き」65段落、70段落

（質問）
　無形固定資産のソフトウェアに関しては資産として計上する基準をどのように
考えればよいのでしょうか。
（回答）
　物品に準じて取り扱うこととして差し支えありません。
（関連箇所）
「台帳手引き」65段落、70段落
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

⑧　その他

○「基礎的財政収支」の名称変更

No. 現行 改訂案

2 財務書類作成要領 注記例

5　追加情報
(5)　資金収支
計算書に係る
事項

p.91

①　基礎的財政収支　　×××　百万円
②　既存の決算情報との関連性

①　業務・投資活動収支　　×××　百万円
②　既存の決算情報との関連性

3 財務書類作成要領
チェックリス
ト

Ⅱ．財務書類
の各勘定残高
の正確性及び
外部帳票との
整合性の確認
（6）注記

p.120

修正箇所
268.　また、貸借対照表に係るものとして次の⑨から⑱までに掲げる事項を、行
政コスト計算書に係るものとして次の⑲に掲げる事項を、資金収支計算書に係る
ものとして次の⑳から㉕までに掲げる事項をあわせて記載します。なお、前年度
末歳計外現金残高、本年度歳計外現金増減額、本年度末歳計外現金残高及び本年
度末現金預金残高について、資金収支計算書の欄外に記載します。
⑨基準変更による影響額等（開始貸借対照表を作成しない場合。ただし、既に財
務書類を作成しているが開始貸借対照表を作成する場合であっても注記すること
が望まれます。）
⑩売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲
⑪減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または
一括による減価償却累計額
⑫減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
⑬基金借入金（繰替運用）の内容
⑭地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準
財政需要額に含まれることが見込まれる金額
⑮将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算
定要素）
⑯自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース
債務金額
⑰管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及
び減価償却累計額）（地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設
等のマネジメントの観点から、注記することが望まれます。）
⑱道路、河川及び水路の敷地について、基準モデル等に基づいた評価を当該評価
額とした場合は、「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」６３段落による評
価額
⑲基準変更による影響額の内訳（開始貸借対照表を作成しない場合）
⑳純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
㉑業務・投資活動収支
㉒既存の決算情報との関連性（上記で示した「②一般会計等と普通会計の対象範
囲等の差異」に係るものを除きます。）
㉓資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内
訳
㉔一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の
金額
㉕重要な非資金取引

268.　また、貸借対照表に係るものとして次の⑨から⑱までに掲げる事項を、行
政コスト計算書に係るものとして次の⑲に掲げる事項を、資金収支計算書に係る
ものとして次の⑳から㉕までに掲げる事項をあわせて記載します。なお、前年度
末歳計外現金残高、本年度歳計外現金増減額、本年度末歳計外現金残高及び本年
度末現金預金残高について、資金収支計算書の欄外に記載します。
⑨基準変更による影響額等（開始貸借対照表を作成しない場合。ただし、既に財
務書類を作成しているが開始貸借対照表を作成する場合であっても注記すること
が望まれます。）
⑩売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲
⑪減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または
一括による減価償却累計額
⑫減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
⑬基金借入金（繰替運用）の内容
⑭地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準
財政需要額に含まれることが見込まれる金額
⑮将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算
定要素）
⑯自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース
債務金額
⑰管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及
び減価償却累計額）（地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設
等のマネジメントの観点から、注記することが望まれます。）
⑱道路、河川及び水路の敷地について、基準モデル等に基づいた評価を当該評価
額とした場合は、「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」６３段落による評
価額
⑲基準変更による影響額の内訳（開始貸借対照表を作成しない場合）
⑳純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
㉑基礎的財政収支
㉒既存の決算情報との関連性（上記で示した「②一般会計等と普通会計の対象範
囲等の差異」に係るものを除きます。）
㉓資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内
訳
㉔一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の
金額
㉕重要な非資金取引

1 財務書類作成要領 本文 268段落 p.60

9

　①基礎的財政収支

資金収支計算書に係る追加情報 9

　①業務・投資活動収支

資金収支計算書に係る追加情報

⑧その他 34



マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

4 財務書類等活用の手引き 本文

Ⅰ　財務書類
等の分析の視
点
２　指標によ
る分析
（３）負債の
状況

p.329-330

　負債の状況は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」と
いう住民等の関心に基づくものであり、財政運営に関する本質的な視点です。こ
れに対しては、第一に、地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率（実
質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）による分析
が行われますが、これに加えて財務書類も有用な情報を提供することができま
す。
　地方公共団体の負債に関する情報については、現行の予算に関する説明書にお
いても、債務負担行為額及び地方債現在高についてそれぞれ調書が添付されてい
ますが（地方自治法施行令第144条及び同施行規則第15条の２）、貸借対照表に
おいては、この他に退職手当引当金や未払金など、発生主義により全ての負債を
捉えることになります。
　財政の持続可能性に関する指標としては、住民一人当たり負債額、基礎的財政
収支（プライマリーバランス）や債務償還可能年数が挙げられます。

　負債の状況は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」と
いう住民等の関心に基づくものであり、財政運営に関する本質的な視点です。こ
れに対しては、第一に、地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率（実
質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）による分析
が行われますが、これに加えて財務書類も有用な情報を提供することができま
す。
　地方公共団体の負債に関する情報については、現行の予算に関する説明書にお
いても、債務負担行為額及び地方債現在高についてそれぞれ調書が添付されてい
ますが（地方自治法施行令第144条及び同施行規則第15条の２）、貸借対照表に
おいては、この他に退職手当引当金や未払金など、発生主義により全ての負債を
捉えることになります。
　財政の持続可能性に関する指標としては、住民一人当たり負債額、業務・投資
活動収支や債務償還可能年数が挙げられます。

5 財務書類等活用の手引き 本文

Ⅰ　財務書類
等の分析の視
点
２　指標によ
る分析
（３）負債の
状況

p.331

「基礎的財政収支(プライマリーバランス)」
 　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収
支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することによ
り、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバ
ランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成長率が
長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加しないとされ
ています。
　ただし、基礎的財政収支は、業務活動収支と投資活動収支のいずれも赤字の場
合、またはどちらか一方が赤字の場合でも赤字になり得ますが、公共施設の老朽
化対策等の必要な投資を行った結果、投資活動収支が赤字になることもあります
ので、一概に基礎的財政収支が黒字であれば評価できるものではないことに十分
留意することが必要です。
　基礎的財政収支が赤字となる場合には、赤字要因の分析にあたり、地方財政収
支の不足額を補てんするために発行する特例的な地方債である臨時財政対策債等
に留意し、業務活動収入に臨時財政対策債発行可能額及び減収補填債特例分発行
額を加えた場合の基礎的財政収支についても参考とすることが考えられます。
　なお、基礎的財政収支については、政府全体の財政健全化の目標にも使われて
いますが、地方公共団体においては、建設公債主義がより厳密に適用されてお
り、自己判断で赤字公債に依存することができないため、同じ表現を使っていて
も、国と地方の基礎的財政収支を一概に比較すべきではない点に十分留意するこ
とが必要です。

「業務・投資活動収支」
  　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収
支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することによ
り、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバ
ランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成長率が
長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加しないとされ
ています。
　ただし、業務・投資活動収支は、業務活動収支と投資活動収支のいずれも赤字
の場合、またはどちらか一方が赤字の場合でも赤字になり得ますが、公共施設の
老朽化対策等の必要な投資を行った結果、投資活動収支が赤字になることもあり
ますので、一概に業務・投資活動収支が黒字であれば評価できるものではないこ
とに十分留意することが必要です。
　業務・投資活動収支が赤字となる場合には、赤字要因の分析にあたり、地方財
政収支の不足額を補てんするために発行する特例的な地方債である臨時財政対策
債等に留意し、業務活動収入に臨時財政対策債発行可能額及び減収補填債特例分
発行額を加えた場合の業務・投資活動収支についても参考とすることが考えられ
ます。
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

○財務書類の構成要素についての説明を追加

No. 現行 改訂案

6 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

10. 財務書類の構成要素は、それぞれ異なる属性を有する大項目、すなわち、
「資産」、「負債」、「純資産」、「費用」、「収益」、「その他の純資産減少
原因」及び「財源及びその他の純資産増加原因」を意味します。

※以下、番号ずれ留意

7 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

11. 資産とは、過去の事象の結果として、特定の会計主体が支配するものであっ
て、将来の経済的便益が当該会計主体に流入すると期待される資源、または当該
会計主体の目的に直接もしくは間接的に資する潜在的なサービス提供能力を伴う
ものをいいます。

※以下、番号ずれ留意

8 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

12．負債とは、過去の事象から発生した、特定の会計主体の現在の義務であっ
て、これを履行するためには経済的便益を伴う資源が当該会計主体から流出し、
または当該会計主体の目的に直接もしくは間接的に資する潜在的なサービス提供
能力の低下を招くことが予想されるものをいいます。

※以下、番号ずれ留意

9 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

13．純資産とは、資産から負債を控除した正味の資産をいい、租税等の拠出及び
当該会計主体の活動等によって獲得された余剰（または欠損）の蓄積残高を意味
します。

※以下、番号ずれ留意

10 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

14．費用とは、一会計期間中の活動のために費消された、資産の流出もしくは減
損、または負債の発生の形による経済的便益またはサービス提供能力の減少で
あって、純資産の減少原因をいいます。

※以下、番号ずれ留意

11 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

15．収益とは、一会計期間中における活動の成果として、資産の流入もしくは増
加、または負債の減少の形による経済的便益またはサービス提供能力の増加で
あって、純資産の増加原因をいいます。

※以下、番号ずれ留意

12 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

16．その他の純資産減少原因とは、当該会計期間中における資産の流出もしくは
減損、または負債の発生の形による経済的便益またはサービス提供能力の減少を
もたらすものであって、費用に該当しない純資産（またはその内部構成）の減少
原因をいいます。その他の純資産減少原因は、その発生形態の別によって、「固
定資産等の増加（余剰分（不足分））」、「固定資産等の減少（固定資産等形成
分）」及び「その他の純資産の減少」に細分類されます。

※以下、番号ずれ留意

13 財務書類作成要領 本文
9段落と10段落
の間

p.29 （新設）

17．財源及びその他の純資産増加原因とは、当該会計期間中における資産の流入
もしくは増加、または負債の減少の形による経済的便益またはサービス提供能力
の増加をもたらすものであって、収益に該当しない純資産（またはその内部構
成）の増加原因をいいます。財源及びその他の純資産増加原因は、その発生形態
の別によって、「財源」、「固定資産等の増加（固定資産等形成分）」、「固定
資産等の減少（余剰分（不足分））」及び「その他の純資産の増加」に細分類さ
れます。このうち財源とは、収益の定義に該当しない税収等及び国県等補助金を
いいます。

※以下、番号ずれ留意

修正箇所
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

○本研究会の開催等に係る記載の追加
No. 現行 改訂案

14
財務書類作成にあたって
の基礎知識

０.地方公会計
のあらまし

これまでの地
方公会計整備
の取組

p.5 （新設）

○Q＆Aの追加
No. 現行 改訂案

15 Q&A集

３.資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号19 p.398

（質問）
固定資産台帳の整備に当たり、付随費用も把握することとなるが、期末一括仕訳
を想定した場合、後で登記費用などを個別仕訳（同時に固定資産台帳登録）する
ことは難しいと考えている。付随費用の把握に有効な手法を御教示願いたい。
（回答）
「台帳手引き」39段落には、「例えば土地の取得価額には、購入手数料、測量・
登記費用、造成費及び造成関連費用、補償費といったもの、工作物である道路の
取得価額には、道路そのものの取得にかかる直接的な対価のほか、街灯、ガード
レール、標識等の附属設備の価額を含めます。」と記載されています。そのた
め、これらの支出については、事前に主体となる資産の名称、内容、金額を記録
しておくことが期中から必要です。また、上記対応を実施するためには何が付随
費用に該当するかについて庁内に周知し、事前に記録しておく仕組みを作ること
が必要であると考えられます。
（関連箇所）
「台帳手引き」39段落

（質問）
固定資産台帳の整備に当たり、付随費用も把握することとなるが、期末一括仕訳
を想定した場合、後で登記費用などを個別仕訳（同時に固定資産台帳登録）する
ことは難しいと考えている。付随費用の把握に有効な手法を御教示願いたい。
（回答）
「台帳手引き」39段落には、「例えば土地の取得価額には、購入手数料、測量・
登記費用、造成費及び造成関連費用、補償費といったもの、工作物である道路の
取得価額には、道路そのものの取得にかかる直接的な対価のほか、街灯、ガード
レール、標識等の附属設備の価額を含めます。」と記載されています。そのた
め、これらの支出については、事前に主体となる資産の名称、内容、金額を記録
しておくことが期中から必要です。また、上記対応を実施するためには何が付随
費用に該当するかについて庁内に周知し、事前に記録しておく仕組みを作ること
が必要であると考えられます。
（関連箇所）
「台帳手引き」39段落、「Q&A集」３.資産評価及び固定資産台帳整備の手引き
No.20 ※直下の新設Q&A

16 Q&A集

３.資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号19と
20の間）

p.398 （新設）

（質問）
有形固定資産の取得価額に含めるべき補償費にはどのようなものが該当するで
しょうか。
（回答）
例えば、用地の取得価額に含めるべき補償費としては、用地取得費に含まれてい
る用地を取得するために要した移転補償費が該当し、営業補償費は取得価額に含
めません。
（関連箇所）「台帳手引き」39段落、「Q&A集」３.資産評価及び固定資産台帳整
備の手引き No.19

※以下、番号ずれ留意

17 Q&A集

３.資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号47と
48の間）

p.400 （新設）

（質問）
公営企業に対する出資金について、どのように計上するのでしょうか。
（回答）
公営企業に対する出資金については、当初の出資金額をもって貸借対照表価額と
するとされていますが、未計上の状態にあるなど、出資した公営企業側と不整合
な状態である場合に限り、簡便的な方法として、公営企業側で計上される資本金
額（組入資本金を除く）に合わせた金額を計上することとしても差し支えありま
せん。
（関連箇所）「台帳手引き」97段落、「財務書類作成要領」別表６－４

※以下、番号ずれ留意

修正箇所

修正箇所
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

18 Q&A集

３.資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

新設
（問番号47と
48の間）

p.400 （新設）

（質問）
出捐金のうち、解散時に出捐の額を限度として各出捐者に残余財産分配請求権が
認められている場合については強制評価減の対象となるが、出捐時点で払い戻し
の権利を有しない財産等の提供（寄附金に近い性格のもの）については、各年度
において強制評価減を考慮しなくてさしつかえないか。
（回答）
お見込みのとおり。
（関連個所）「台帳手引き」97段落

※以下、番号ずれ留意

○記載上の誤りなど

No. 現行 改訂案

19
財務書類作成にあたって
の基礎知識

図表
これまでの地
方公会計整備
のと理組

p.6

20 財務書類作成要領 本文 47段落 p.38

47. 既に基準モデル等によって財務書類を作成している場合には、開始貸借対照
表を作成しなくても構いませんが、その場合には、当該基準変更による影響額等
を注記します。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

21
連結財務書類作成の手引
き

５．連結精算
表

連結貸借対照
表の内訳

p.214

修正箇所

※「８月」の配置バランスが悪い

連結貸借対照表内訳表

資産合計
固定資産
有形固定資産
事業用資産
土地
立木竹
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
船舶
船舶減価償却累計額
浮標等
浮標等減価償却累計額
航空機
航空機減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

インフラ資産
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建物仮勘定

物品
物品減価償却累計額

科目

一般会計等財務書類

一般会計
○○

特別会計

総計
（単純
合算）

相殺消去 純計

連結貸借対照表内訳表

資産合計
固定資産
有形固定資産
事業用資産
土地
立木竹
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
船舶
船舶減価償却累計額
浮標等
浮標等減価償却累計額
航空機
航空機減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

インフラ資産
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

科目

一般会計等財務書類

一般会計
○○

特別会計

総計
（単純
合算）

相殺消去 純計
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

22 財務書類等活用の手引き 本文

Ⅰ　財務書類
等の分析の視
点
１　財務書類
の見方

p.317

発生主義・複式簿記による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変
動計算書及び資金収支計算書等）は、現金主義・単式簿記の予算・決算情報を補
完するものです。発生主義会計では、現金決済を伴わないコスト取引（非資金取
引）を把握します。

発生主義・複式簿記による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変
動計算書及び資金収支計算書等）は、現金主義・単式簿記の予算・決算情報を補
完するものです。発生主義会計では、現金主義会計で把握しづらい非資金取引を
把握します。

23 財務書類等活用の手引き 本文

Ⅰ　財務書類
等の分析の視
点
１　財務書類
の見方

p.319

　なお、地方公共団体特有の制度として、管理者と所有者が異なる指定区間外の
国道や指定区間の河川等、資産計上されていないものや、地方債のうち将来の普
通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれるもの等が
存在することから、貸借対照表を見る際には、これらに関連する注記の内容を加
味して分析を行うことが重要です。主な留意点は次のとおりです。

（削除）

※以下、番号ずれ留意

24 財務書類等活用の手引き 本文

Ⅰ　財務書類
等の分析の視
点
２　指標によ
る分析

p.328

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行い
ます。このため、純資産に対する資産の比率は、保有している有形固定資産等が
どの世代の負担により行われたのかを示しており、世代間負担の状況を把握する
ことができます。

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行い
ます。このため、資産に対する純資産の比率は、保有している有形固定資産等が
どの世代の負担により行われたのかを示しており、世代間負担の状況を把握する
ことができます。

25 財務書類等活用の手引き
本文（算定式
の※書き）

Ⅰ　財務書類
等の分析の視
点
２　指標によ
る分析

p.332

※３ 経常一般財源等（歳入）等は、「①経常一般財源等＋②減収補填債特例分
発行額＋③臨時財政対策債発行可能額」とする。なお、①②は地方財政状況調査
様式「歳入の状況 その２収入の状況」、③は地方公共団体健全化法上の実質公
債費率の算定式による。

※３ 経常一般財源等（歳入）等は、「①経常一般財源等＋②減収補填債特例分
発行額＋③臨時財政対策債発行可能額」とする。なお、①②は地方財政状況調査
様式「歳入の状況 その２収入の状況」、③は地方公共団体財政健全化法上の実
質公債費率の算定式による。

26 財務書類等活用の手引き
本文（算定式
の※書き）

Ⅰ　財務書類
等の分析の視
点
２　指標によ
る分析

p.332

（４）行政コストの状況
　行政コストの状況は、「行政サービスサービスに係るコストはどのようになっ
ているか」といった住民等の関心に基づくものです。地方自治法においても、
「地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の福祉の増進に努める
とともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」とされ
ているものであり（同法第２条第14項）、財政の持続可能性と並んで重要な視点
です。

（４）行政コストの状況
　行政コストの状況は、「行政サービスに係るコストはどのようになっている
か」といった住民等の関心に基づくものです。地方自治法においても、「地方公
共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の福祉の増進に努めるととも
に、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」とされている
ものであり（同法第２条第14項）、財政の持続可能性と並んで重要な視点です。
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

28 Q&A集 1.全体 問番号６ p.393

（質問）
　統一的な基準による地方公会計の整備に関する支援はあるのでしょうか。
（回答）
　別紙２「統一的な基準による地方公会計の整備に係る支援」を参照ください。 （削除）

※以下、番号ずれ留意

29 別紙 別紙２ － p.405
（削除）

※以下、番号ずれ留意

（質問）
　作成期間について、「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」
（平成27年1月23日付総務大臣通知）では、原則として平成27年度から平成29年
度までの３年間とされていますが、何が例外なのでしょうか。
（回答）
　大規模な災害等が発生した場合など、財務書類等の作成が困難な場合を想定し
ています。
　また、地方公営企業法の財務規定等が非適用の地方公営事業会計のうち、適用
に向けた作業に着手しているもの（平成29年度までに着手かつ集中取組期間内に
法適用するものに限る）については、集中取組期間を移行期間とすることとしま
す。
　なお、上記は、その条件に合致した地方公営事業会計のみを対象としています
ので、法適用の公営企業会計や上記条件に合致しない法非適用の地方公営事業会
計は、本Ｑ＆Ａ集の「１.全体・問番号３」に基づき作成する必要があります。
また、上記条件に合致し、当該規定を適用する法非適用の地方公営事業会計は、
当該地方公営事業会計分のみ、一定期間連結されないこととなるため、その旨を
注記することとしますが、注記にあたっては、当該地方公営事業会計が連結され
ない影響を補完する観点から、重要性や作業負担も踏まえ、企業債残高や他会計
繰入金といった情報もあわせて記載することが望まれます。また、連結行政コス
ト計算書における「他会計への繰出金」等については、本来は内部取引として相
殺消去されるため表示されませんが、当該地方公営事業会計は一定期間連結され
ずに相殺消去もされないことから、必要に応じて勘定科目を追加する必要がある
とともに、その旨も注記する必要があります。

（削除）

※以下、番号ずれ留意
27 Q&A集 1.全体 問番号４ p.393
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

30 Q&A集 1.全体 問番号17 p.395

（質問）
　基準モデル等からの基準変更による影響額等を注記することとされています
が、どのように記載するのでしょうか。
（回答）
　どのモデル等から変更しているのか、「台帳手引き」109段落に記載された経
過措置適用の有無を記載した上で、基準変更により金額等を変更している勘定科
目ごとに、「前会計年度の貸借対照表において、「有形固定資産」に表示してい
た「土地」○○円は有形固定資産の評価基準の変更により××円減少し、「事業
用資産」の「土地」△△円、「インフラ資産」の「土地」□□円として組み替え
ている」といったように記載します。
（関連箇所）
「財務書類作成要領」268段落

（削除）

※以下、番号ずれ留意

31 Q&A集 1.全体 問番号18 p.395

（質問）
　附属明細書「１（１）③投資及び出資金の明細」に記載すべき団体が、無償減
資した場合、附属明細書「１（１）③投資及び出資金の明細」の「市場価格のな
いもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの」はどのように作成するの
でしょうか。
（回答）
　以下を参考に作成してください。①「出資金額（A)」に出資額（評価減を過去
に行っている場合は、評価減後の出資額）を計上②「資本金（E)」に減資後の資
本金を計上③「出資割合F（A/E）」は、発行済み株式総数に占める保有株式数な
どを使った持分割合で算定した金額を計上し、その旨を注記する。
（関連箇所）
「財務書類作成要領」【様式５】１（１）

（削除）

※以下、番号ずれ留意

32 Q&A集 1.全体 問番号21 p.395

（質問）
　貸借対照表上の負債（地方債）について、臨時財政対策債を控除して計上する
ことができないでしょうか。
（回答）
　臨時財政対策債の元利償還金相当額については、地方交付税法上、その全額が
地方交付税の基準財政需要額に算入されることとなっていますが、貸借対照表上
の負債（地方債）から臨時財政対策債を控除することはできません。　ただし、
貸借対照表の読み手の適切な理解を促すため、臨時財政対策債の趣旨や現在高を
注記で表示することは非常に重要です。

（削除）

※以下、番号ずれ留意
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マニュアル改訂に係る新旧対照表

No. 現行 改訂案修正箇所

33 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号33 p.399

（質問）
　資産計上の金額基準として、物品は50万円（美術品は300万円）、ソフトウェ
アも物品に準じて取り扱うことが可能とされていますが、その他の償却資産（工
作物等）について適用の余地はないのでしょうか。
（回答）
　償却資産については、各団体において、資産としての重要性を踏まえて公有財
産の規則等で金額基準を定め、一定額以下は計上しないとする取扱いも考えられ
ます。
（関連箇所）
「台帳手引き」65段落

（削除）

※以下、番号ずれ留意

34 Q&A集

3．資産評価及
び固定資産台
帳整備の手引
き

問番号52 p.401

（質問）
　基準モデル等を採用している地方公共団体については、今後も引き続き基準モ
デル等により資産を評価しても差し支えないのでしょうか。
（回答）
　既に固定資産台帳が整備済又は整備中であって、基準モデル等に基づいて評価
されている資産について、合理的かつ客観的な基準によって評価されたものであ
れば、引き続き、当該評価額によることを許容することとしています。ただし、
その場合でも、道路等の敷地については、「台帳手引き」63段落による評価額を
注記することとしていることや、開始後に取得した資産は既存の基準モデル等に
よる評価は認められていないことに留意が必要です。
（関連箇所）
　63段落、109段落

（削除）

※以下、番号ずれ留意

35 Q&A集 － －
p.394,
p.397-401

（関連箇所）
　「台帳の手引き」○○段落

※「関連箇所」の欄における表記が不統一

（関連箇所）
　「台帳手引き」○○段落

36 Q&A集
4．連結財務書
類の手引き

問番号８ p.402

（質問）
　連結附属明細書のうち有形固定資産の明細及び連結精算表以外については、そ
の事務負担等に配慮して、作成しないことも許容されますが、全体附属明細書に
ついても同様でしょうか。
（回答）
　一般会計等と同様、今後の活用を視野に入れた場合、全体附属明細書の作成・
分析は重要であるため、原則として作成することとしています。ただし、全体附
属明細書を作成することが、相当程度の事務負担となると想定される場合、当分
の間、有形固定資産の明細及び精算表以外については、作成しないことも許容す
ることとします。
（関連箇所）
「連結手引き」39段落

（削除）

※以下、番号ずれ留意
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